
 

 



 

 



 

 











































第８編　疾病対策等

　第１節　がん対策（長野県がん対策推進計画）

　　Ⅰ　がんをめぐる現状と全体目標

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

全国トップ
維持

全国トップ
維持

全国トップ
維持

全国トップ
維持

１位 1位 1位 １位

81.3% 81.3% 81.3% 81.3%

- - - -

　　Ⅱ　がん予防・がん検診の充実

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

46.8% 47.4% 48.1% 48.7%

- 46.6% - -

53.9% 53.9% 53.9% 53.9%

- 54.7% - -

47.2% 47.8% 48.3% 48.5%

- 48.3% - -

46.2% 47.0% 47.7% 48.5%

- 47.4% - -

48.7% 49.0% 49.2% 49.5%

- 53.1% -

51.7% 51.7% 51.7% 51.7%

61.0% 61.4% - -

31.4% 31.4% 31.4% 31.4%

41.3% 44.1% - -

50.5% 50.5% 50.5% 50.5%

58.8% 59.1% - -

81.7% 81.7% 81.7% 81.7%

83.9% 81.3% - -

57.0% 57.0% 57.0% 57.0%

62.5% 64.2% - -

〔総合分析〕

45.5%
（2016）

肺がん

50.5%
（2011）

50.5%以上

A

2020年以降の実績値把握不可
（次回公表予定：2023）
※2016年以降の出典：厚生労働省「全国
がん登録罹患数・率報告」

57.0%以上

81.7%
（2011）

乳がん

-

進捗区分 特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

国立がん研究センター「指
標でみる我が国のがん対

策-患者体験調査-」
O

国立がん研究センターが
ん対策情報センター調査

目  標
(2023)

81.7%以上

子宮頸がん
44.7%

（2016）

乳がん
48.2%

（2016）

50%以上

31.4%以上肺がん

51.7%以上

長野県がん登録事業報
告書

46.1%
（2016）

指標名

P

基準値
(2017）

3

31.4%
（2011）

がん検診受診率

がんに罹患した者
の早期発見率

51.7%
（2011）

57.0%
（2011）

53.9%以上

厚生労働省
「国民生活基礎調査」

胃がん

-

4 大腸がん

胃がん

O

2021の実績値把握不可。
（次回調査予定：2022）

-

50%以上

調査該当項目なし

P

53.9%
（2016）

大腸がん

81.3%以上

子宮頸がん

がんの75歳未満年齢調整死亡率（人
口10万対）

長野県62.3
【全国最低】
全   国76.1

(2016)

全国トップを
維持

指標名
基準値
(2017）

目  標
(2023)

進捗区分 特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

備考
（出典等）

区分

備考
（出典等）

区分

尊厳が保たれ、切れ目なく充分な治
療・支援を受けたと考えているがん患
者の割合

2

全国:80.7%
（参考数値）県：

81.3%
（2015）

1

一部の指標で目標達成に向け今後の努力を要する項目があるものの、全体としては概ね順調な進捗状況となっている。

全体目標であるがんの年齢調整死亡率（75歳未満）は、これまで全国最低（トップ）クラスを維持しており、2018年以降は１位。

一方で女性の死亡率の低下が鈍化してきており、女性特有のがん対策（がん検診及び精密検査受診など）を更に推進する。

がん検診受診率は、これまで上昇傾向にあるが、頭打ちの状況が見受けられ、更なる受診率向上に向けた取り組みが必要である。

治療の進歩により生存率も伸びてきており、治療と就労の両立支援といった新たなテーマにも対応していく。
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86.4% 87.5% 88.1% 88.8%

85.7% - - -

78.3% 82.0% 84.0% 86.0%

89.0% - - -

79.1% 82.5% 84.4% 86.2%

74.5% - - -

81.2% 83.9% 85.4% 87.0%

84.8% - - -

89.0% 89.3% 89.5% 89.7%

92.4% - - -

99.5% 99.6% 99.7% 99.8%

99.5% 99.2% 99.4% 99.2%

100% 100% 100% 100%

100% 100% 100% 100%

67.5% 67.5% 67.5% 67.5%

72.4% 74.6% 74.9% 74.4%

82.4% 82.4% 82.4% 82.4%

89.5% 91.1% 90.8% 91.0%

87.2% 87.2% 87.2% 87.2%

88.1% 90.4% 81.4% 76.5%

51市町村 51市町村 52市町村 51市町村

50市町村 50市町村 50市町村 50市町村

実施 実施 実施 実施

実施 実施 実施 実施

3機関 3機関 3機関 3機関

3機関 3機関 3機関 3機関

実施 実施 実施 実施

実施 実施 実施 実施

実施 実施 実施 実施

未把握 未把握 未把握 未把握

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

56か所 56か所 56か所 56か所 56か所

(2016) 60か所 60か所 61か所 60か所

98か所 98か所 98か所 98か所 98か所

(2016) 91か所 89か所 90か所 91か所

県平均69.0% 69.0% 69.0% 69.0% 69.0%

全国平均67.5% 71.7% - 68.6% 69.6%

(2016)

1回/年 1回/年 1回/年 1回/年

１回/年 1回/年 未実施 １回/年

１回/年 1回/年 2回/年 2回/年

1回/年 1回/年 未実施 未実施

実施 実施 実施 実施

実施 実施 実施 実施

10,458人 10,966人 11,475人 11,983人

10,793人 10,917人 11,940人 13,001人

56か所以上

98か所以上

がん検診検討委員会の開催

がん検診担当者会議等の実施

ホームページやテレビ・ラジオ等を用
いたがん検診の普及啓発を実施

18

子宮頸がん

88.5%
（2014）

厚生労働省
「地域保健・健康増進事

業報告」

肺がん

がん検診を実施する市町村
の割合

大腸がん

指標名
基準値
(2017）

S

P

19

21 がん予防研修会の延べ受講者数

1回/年開催

9,441人
（2010～2016）

13,000人
（2010～2023）

69.0%以上

保健・疾病
対策課調査

20

1回/年開催 継続

B

17
市町村や一次検診機関に対する精
密検査結果の報告率

15 職域におけるがん検診実施率の把握

P

A

16

14
住民に対してがん検診の
普及啓発を実施

備考
（出典等）

保健・疾病
対策課調査

P

国立がん研究
センター調査

継続

保健・疾病
対策課調査

A

保健・疾病
対策課調査

区分
目  標
(2023)

P

子宮頚がん

2021の実績値把握不可。
（公表予定：2024）

76.3%
（2014）

乳がん

特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

11

82.4%以上
国立がん研究
センター調査

S

保健・疾病
対策課調査

S

保健・疾病
対策課調査

がん検診プロセス指標を用いた精度
管理を実施している市町村の割合

S

チェックリストによるがん検診事業評価
を実施している検診機関数

67.5%以上

進捗区分

A

A

B

未把握 実施

実施実施
保健・疾病
対策課調査

実施

個人別の受診台帳またはデータベー
スを整備している市町村の割合

県平均82.4%
全国平均91.7%

（2016）

8

9

13

保健・疾病
対策課調査

A

S10

12

P

S

S
市町村がん検診相互乗り入れ制度参
加市町村数

51市町村

精密検査未受診者に対して受診勧奨
を行っている市町村の割合

6

7

保健・疾病
対策課調査

住民に対してがん検診の
普及啓発を実施

実施

90%以上5 精密検査受診率

胃がん
84.4%

（2014）

A

C
新型コロナウイルス感染症の状況を鑑み、
開催を中止

保健・疾病
対策課調査

A実施 実施

把握方法について引続き検討を行う。（国
の動向にも注視）

保健・疾病
対策課調査

P

C 市町村へ実施を促していく。

国立がん研究
センター調査

県平均67.5%
全国平均66.8%

（2016）

100%

P

S100%

P

P

51市町村
以上

保健・疾病
対策課調査

3機関 3機関以上

B
近年横ばいである。市町村の積極的な参
加を促していく。

71.9%
（2014）

A

-

平均99.2%
(2015)

100%
(2015)

県平均87.2%
全国平均80.9%

（2016）
87.2%以上

チェックリストの実施率

73.1%
（2014）

国立がん研究
センター調査

A

引き続き、県医師会を通じ、協力医療機関
への周知を行っていく。

A

C

市町村へ実施を促していく。

市町村がん検診
相互乗り入れ制度
参加医療機関数

乳がん
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継続 継続 継続 継続

継続 継続 継続 継続

継続 継続 継続 継続

継続 継続 継続 継続

継続 継続 継続 継続

継続 継続 継続 継続

　　Ⅲ　がん医療の充実

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

9医療圏 9医療圏 10医療圏 10医療圏

10医療圏 10医療圏 10医療圏 10医療圏

10医療圏 10医療圏 10医療圏 10医療圏

10医療圏 10医療圏 10医療圏 10医療圏

9医療圏 9医療圏 10医療圏 10医療圏

10医療圏 10医療圏 10医療圏 10医療圏

2病院 2病院 2病院 2病院

2病院 3病院 3病院 3病院

9病院 9病院 10病院 10病院

11病院 12病院 12病院 12病院

20か所 21か所 21か所 21か所

27か所 - - 28か所

（2017） （2020）

94.7% 94.7% 94.7% 94.7%

95.9% 96.0% 97.7% 95.6%

1,961人 2,069人 2,177人 2,285人

2,239人 2,509人 2,602人 2,852人

9医療圏 9医療圏 10医療圏 10医療圏

9医療圏 10医療圏 10医療圏 10医療圏

10医療圏 10医療圏 10医療圏 10医療圏

10医療圏 10医療圏 10医療圏 10医療圏

202か所 202か所 202か所 202か所

189か所 188か所 195か所 195か所

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

3.1人 3.1人 3.1人 3.1人

3.5人 - 3.8人 -

0.7人 0.7人 0.7人 0.7人

1.0人 - 1.0人 -

2.1人 2.1人 2.1人 2.1人

2.6人 - 2.9人 -

チーム医療を受けられる病院が整備
されている医療圏数

放射線治療医の確保
（人口10万対）

がん薬物療法専門医の
確保（人口10万対）

血液腫瘍専門医の確保
（人口10万対）

地域連携クリティカルパスに基づく診
療提供機能を有している医療圏数

緩和ケアチームのある医療機関数

市町村がん検診相互乗り入れ制度の
実施

指標名

指標名

がん診療連携拠点病院等による各種
研修会、カンファレスなどを通じた地
域連携・支援が行われている医療圏
数

37
厚生労働省

「医師・歯科医師・薬剤
師統計」

A

0.7人
（2016）

36

38

S

2.1人
（2016）

2.1人以上

35

0.7人以上

目  標
(2023)

備考
（出典等）

区分 進捗区分

保健・疾病
対策課調査

9医療圏 10医療圏

がん治療に関するセカンドオピニオン
を受けられる病院が整備されている医
療圏数

10医療圏

27

26

保健・疾病
対策課調査

長野県がん診療医科歯科連携事業
登録歯科医療機関数（歯科診療所・
歯科設置病院）（再掲）

保健・疾病
対策課調査

S

33

32 2,500人以上

がん診療連携拠点病院の
機能評価

緩和ケア研修会の受講者数（累積）

34

31

10医療圏10医療圏

29 11病院

保健・疾病
対策課調査

28
小児がん拠点病院又は関連する病院
の整備

9医療圏

医療用麻薬を提供できる
薬局（免許取得率）

30

長野県
20か所

全国平均
21か所
(2014)

21か所以上
厚生労働省

「医療施設調査」
S

事業所に対してがん検診の普及啓発
を実施

25

10医療圏 10医療圏

P

保健・疾病
対策課調査

2病院

継続

S

A

10医療圏

実施 継続

保健・疾病
対策課調査

保健・疾病
対策課調査

継続

がん検診の精度管理結果の公表

24

23

集学的治療の実施医療圏数（がん診
療連携拠点病院等の整備）

A

基準値
(2017）

目  標
(2023)

進捗区分

22 実施

A

A

S9医療圏

2病院
保健・疾病
対策課調査

A

A

A

備考
（出典等）

S

94.7%

A

区分

8病院

薬事管理課
調査

S

1,746人
（2016）

94.7%以上

保健・疾病
対策課調査

P

「長野県がん診療医科歯科連携事業」とし
て実施する研修会内容等の更なる充実を
図る。

保健・疾病
対策課調査

A

A

-

2021の実績値把握不可。
（次回調査予定：2022）

保健・疾病
対策課調査

P

厚生労働省
「医師・歯科医師・薬剤

師統計」
S

P

厚生労働省
「医師・歯科医師・薬剤

師統計」

特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

S

保健・疾病
対策課調査

実施

A

S

B

A

2021の実績値把握不可。
（次回調査予定：2022）

-

202か所 202か所以上 S

3.1人
（2016）

基準値
(2017）

3.1人以上
2021の実績値把握不可。
（次回調査予定：2022）

S

P

-
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1.7人 1.7人 1.7人 1.7人

1.7人 - 1.9人 -

9医療圏 9医療圏 10医療圏 10医療圏

9医療圏 ９医療圏 9医療圏 9医療圏

170か所 170か所 170か所 170か所

186か所 188か所 191か所 188か所

14.9% 14.9% 14.9% 14.9%

16.3% 16.2% 20.8% 25.0%

2.45 2.0以上 2.0以上 2.0以上 2.0以上

(2013) 2.54 2.54 - -

8.2% 20%未満 20%未満 20%未満 20%未満

(2013) 8.2% 8.2% - -

5.6% 10%未満 10%未満 10%未満 10%未満

(2013) 1.6% 5.6% - -

把握 把握 把握 把握

把握 把握 把握 把握

　　Ⅳ　がん対策の推進と尊厳をもって安心して暮らせる社会の構築
2018 2019 2020 2021

目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

10,458人 10,966人 11,475人 11,983人

10,793人 10,917人 11,940人 13,001人

12か所 12か所 12か所 12か所

12か所 12か所 12か所 12か所

10医療圏 10医療圏 10医療圏 10医療圏

10医療圏 10医療圏 10医療圏 10医療圏

74社 119社 165社 210社

37社 38社 42社 125社

10医療圏 10医療圏 10医療圏 10医療圏

10医療圏 10医療圏 10医療圏 10医療圏

　第２節　脳卒中対策

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

39.8 39.4 39.0 38.6

41.0 - - -

（2015）

21.8 21.6 21.5 21.3

22.2 - - -

（2015）

4.3人 4.3人 4.3人 4.3人

4.5人 - 4.5人 -

〔総合分析〕

2.0以上

20%未満

10%未満

病理診断医の確保
（人口10万対）

2021の実績値把握不可。
（次回調査予定：2022）

A

O

備考
（出典等）

4.3人以上
長野県4.3人
全　 国3.9人

（2016）

把握

がん患者に対してカウンセリングを受
けられる病院が整備されている医療
圏数

47
関東信越厚生局「診
療報酬施設基準の届

出受理状況」

神経内科医師数（人口10万対）

48
企業向けのセミナーなど機会があるごとに
企業・団体等に説明を行い、引き続き協定
企業数の増加に努める。

2021の実績値把握不可。
（2023.3公表予定）

-

50
脳血管疾患の年齢調整
死亡率（男性）（人口10万対）

脳血管疾患の年齢調整
死亡率（女性）（人口10万対）

厚生労働省
「医師・歯科医師・薬剤師

統計」
S

長野県41.0
全　 国37.8

（2015）

長野県がん登録事業

-

基準値
(2017）

区分

O21.0以下

がん相談が受けられる医療機関数

厚生労働省
「都道府県別年齢調整死

亡率」

保健・疾病
対策課調査

厚生労働省
「都道府県別年齢調整死

亡率」
O37.8以下

指標名

保健・疾病
対策課調査

A

S

がん予防研修会の延べ受講者数（再
掲）

13,000人
（2010～2023）

2021の実績値把握不可。
（2023.3公表予定）

C
がん検診受診率向上等に関する協定
締結企業数

29社

進捗区分 特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

52

10医療圏 10医療圏49
キャンペーン月間における啓発活動
の実施

長野県22.2
全 　国21.0

（2015）
51

S

進捗区分

O

170か所以上

地域がん登録から全国がん登録へ移行に
伴い精度管理指標が変更となっているた
め、評価不可

46

がん登録による死亡率、罹患率、生
存率、有病数

保健・疾病
対策課調査

罹患率のみ
把握

43

45

10医療圏 10医療圏

9,441人
（2010～2016）

目  標
(2023)

300社 P

DCN

DCO

がん登録の精度
指標（IM比、
DCN、DCO）

-

B

S

14.9%以上

P

S

1.7人
(2016)

A

長野県がん登録事業

指標名

がんリハビリテーションの受けられる病
院が整備されている医療圏数

がん患者に対して在宅医療を提供す
る医療機関数

がん患者の在宅死亡割合

IM比

1.7人以上

特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

12か所 12か所

170か所41

長野県14.9%
全　 国14.3%

（2016）
42

9医療圏
関東信越厚生局「診療
報酬施設基準の届出受

理状況」

厚生労働省
「医師・歯科医師・薬剤

師統計」
-

44

39

A

40 10医療圏

関東信越厚生局「診療
報酬施設基準の届出受

理状況」

引き続き医療機関への支援を行っていく。

A

保健・疾病
対策課調査

P

備考
（出典等）

区分

A

基準値
(2017）

目  標
(2023)

A

厚生労働省
「人口動態統計」

-

P

2021の実績値把握不可。
（次回調査予定：2022）

S

指標全体としては概ね順調に推移している。

令和３年度末に策定した「長野県循環器病対策推進計画（令和４年度～令和５年度）」に基づき、総合的な脳卒中対策を検討していく。
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5.7人 5.7人 5.7人 5.7人

5.7人 - 5.8人 -

0.4人 0.4人 0.4人 0.4人

0.6人 - 0.8人 -

0.2病院 0.2病院 0.2病院 0.2病院

0.2病院 - - 0.2病院

(2017) (2020)

0.3病院 0.3病院 0.3病院 0.3病院

1.9床 1.9床 1.9床 1.9床

0.3病院 - - 0.2病院

1.9床 2.5床

0.9病院 0.9病院 0.9病院 0.9病院

0.9病院 1.1病院 1.3病院 1.3病院

10医療圏 10医療圏 10医療圏 10医療圏

10医療圏 10医療圏 10医療圏 10医療圏

26か所 26か所 26か所 26か所

26か所 26か所 26か所 26か所

62.2日 62.2日 62.2日 62.2日

79.7日 - - 58.8日

（2017）

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

5.8か所 5.8か所 5.8か所 5.8か所

5.8か所 5.9か所 6.1か所 6.0か所

23か所 23か所 23か所 23か所

23か所 23か所 26か所 27か所

256か所 262か所 266か所 266か所

260か所 259か所 259か所 256か所

25か所 26か所 26か所 26か所

28か所 32か所 33か所 36か所

53か所 53か所 53か所 53か所

53か所 49か所 52か所 51か所

33.4% 33.4% 33.4% 33.4%

32.7% 33.2% 36.1% 35.6%

脳卒中治療の専用病室を有する病院
数、病床数（人口10万対）

B
地域の課題を把握し、医療資源の活用方
法について会議等の場で議論していく。

A

-
2021の実績値把握不可。
（次回調査予定：2022）

A

B

進捗区分 特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

S

S

S

厚生労働省
「医療施設調査」

0.3病院
1.9床

（2014）

10医療圏

医療政策課
調査

S

5.8か所

長野県5.7人
全   国5.8人

(2016)

厚生労働省
「医師・歯科医師・薬剤師

統計」

S

S

65

地域の実態を把握し、効果的なパスの運
用方法・普及方法について検討していく。

A
脳血管疾患患者の在宅死亡
割合

引き続き、在宅医療に取り組む医療機関の
支援を行っていく。

26か所

備考
（出典等）

64

62

区分

O
長野県33.4%
全   国22.3%

(2016)
33.4%以上

63

医療政策課
調査

厚生労働省
「人口動態統計」

56

0.9病院以上

長野県62.2日
全 　国89.1日

（2014）

脳血管疾患リハビリテーションが実施
可能な医療機関数（人口10万対）

回復期リハビリテーション病棟管理料
の届出施設数

23か所 23か所以上

関東信越厚生局「診療
報酬施設基準の届出受

理状況」

関東信越厚生局「診療
報酬施設基準の届出受

理状況」

61

A

A

0.9病院

S

目  標
(2023)

S

脳血管疾患の退院患者平均在院日
数

厚生労働省
「患者調査」

57

5.8か所以上
関東信越厚生局「診療
報酬施設基準の届出受

理状況」

53か所以上

10医療圏
関東信越厚生局「診療
報酬施設基準の届出受

理状況」

脳血管疾患の地域連携クリティカル
パス導入医療機関数（再掲）

指標名

62.2日以下

59 26か所

O

A

60

基準値
(2017）

53か所

脳梗塞（こうそく）に対するt-PA による
脳血栓溶解療法の実施が可能な病
院数（人口10万対）

脳卒中が疑われる患者に対して、専
門的診療が24 時間実施可能である
医療機関数

SCU（脳卒中治療の専門病室）を有す
る病院数（人口10万対）

58

A
厚生労働省

「医療施設調査」
0.2病院
（2014）

2021の実績値把握不可。
（次回調査予定：2022）

脳梗塞（こうそく）に対するt-PAによる
脳血栓溶解療法の実施が可能な医
療圏数

S

長野県0.4人
全   国0.7人

(2016）
0.4人以上

53
厚生労働省

「医師・歯科医師・薬剤師
統計」

0.3病院
1.9床 S

脳血管内治療専門医数（人口10万
対）

脳神経外科医師数（人口10万対）

S54

0.2病院55

関東信越厚生局「診療
報酬施設基準の届出受

理状況」

-5.7人以上

A

B
在宅療養支援診
療所・病院数

一般診療所 254か所

病院 25か所 26か所以上

266か所以上
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　第３節　心筋梗塞等の心血管疾患対策

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

16.6 16.6 16.5 16.4

16.2 - - -

（2015）

5.9 5.9 5.9 5.9

5.9 - - -

（2015）

7.2人 7.2人 7.2人 7.2人

7.6人 - 8.4人 -

2.5人 2.5人 2.5人 2.5人

2.1人 - 2.1人 -

21か所 21か所 21か所 21か所

21か所 23か所 24か所 24か所

0.1病院 0.1病院 0.1病院 0.1病院

0.8床 1.0床 1.1床 1.2床

0.2病院 - - 0.1病院

0.4床 0.4床

1.5病院 1.5病院 1.5病院 1.5病院

1.5病院 1.5病院 1.5病院 1.5病院

8.6日 8.6日 8.6日 8.6日

5.1日 - - 5.2日

（2017）

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

1.1か所 1.1か所 1.1か所 1.1か所

1.1か所 1.2か所 1.3か所 1.3か所

14か所 14か所 15か所 15か所

17か所 15か所 19か所 20か所

256か所 262か所 266か所 266か所

260か所 259か所 259か所 256か所

25か所 26か所 26か所 26か所

28か所 32か所 33か所 36か所

10か所 10か所 10か所 10か所

9か所 5か所 5か所 ５か所

〔総合分析〕

大動脈バルーンパンピング法が実施
可能な病院数（人口10万対）

退院患者平均在院日数

76

2021の実績値把握不可。
（2023.3公表予定）

-

-

特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

A

-

進捗区分

引き続き、在宅医療に取り組む医療機関の
支援を行っていく。

A

C
地域の課題を把握し、医療資源の活用方
法について会議等の場で議論していく。

A

特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

C
地域の実態を把握し、効果的なパスの運
用方法・普及方法について検討していく。

2021の実績値把握不可。
（隔年調査）

70

必要な検査および処置が24時間対応可
能である医療機関数
※カテーテルによる治療が24時間実施可
能

厚生労働省
「医療施設調査」

73

1.1か所以上

25か所 26か所以上

区分

急性心筋梗塞の地域連携クリティカ
ルパス導入医療機関数（再掲）

指標名

S21か所

S

71

72

CCU（心血管集中治療室）を有する
病院数、病床数（人口10万対）

医療政策課
調査

1.5病院
関東信越厚生局「診療
報酬施設基準の届出受

理状況」

心血管疾患リハビリテーションが実施
可能な医療機関数（人口10万対）

68
循環器内科医師数
（人口10万対）

病院

心臓血管外科医師数
（人口10万対）

備考
（出典等）

目  標
(2023)

長野県8.6日
全   国8.2日

(2014)

厚生労働省
「患者調査」

O

S

8.6日以下

1.5病院以上

長野県2.5人
全   国2.5人

(2016)

21か所以上

14か所以上

厚生労働省
「医師・歯科医師・薬剤師

統計」

基準値
(2017）

10か所以上

厚生労働省
「都道府県別年齢調整死

亡率」

S

75

医療政策課
調査

77

5.9以下
長野県5.9
全   国6.1

(2015)

266か所以上

厚生労働省
「医師・歯科医師・薬剤師

統計」
S2.5人以上

医療政策課
調査

S

-

関東信越厚生局「診療
報酬施設基準の届出受

理状況」

関東信越厚生局「診療
報酬施設基準の届出受

理状況」

在宅療養支援診
療所・病院数

一般診療所

長野県7.2人
全   国9.8人

(2016)
7.2人以上 S

74

2021の実績値把握不可。
（隔年調査）

69

0.1病院
0.4床
(2014)

0.1病院以上
1.4病床以上

長野県
1.1か所

全国
0.96か所

S

10か所

S

14か所

B

A

A

254か所

心血管疾患リハビリテーションが発症
後24時間以内に開始可能な医療機
関数

進捗区分

2021の実績値把握不可。
（2023.3公表予定）

厚生労働省
「都道府県別年齢調整死

亡率」
66 O

基準値
(2017）

備考
（出典等）

区分
目  標
(2023)

長野県16.9
全   国16.2

(2015)
16.2以下

心血管疾患の年齢調整死亡率（女
性）（人口10万対）

O67

指標名

心血管疾患の年齢調整死亡率（男
性）（人口10万対）

指標全体としては概ね順調に推移している。

令和３年度末に策定した「長野県循環器病対策推進計画（令和４年度～令和５年度）」に基づき、総合的な心血管疾患対策を検討していく。
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　第４節　糖尿病対策

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

5.1 5.1 5.1 5.1

5.1 - - -

(2015)

2.1 2.1 2.1 2.1

2.1 - - -

(2015)

2.8人 2.8人 2.9人 2.9人

3.3人 - 3.2人 -

0.2診療所 0.2診療所 0.2診療所 0.2診療所

0.3診療所 - - 0.3診療所

（2017） （2020）

0.8病院 0.8病院 0.8病院 0.8病院

1.1病院 - - 1.3病院

（2017） （2020）

65病院 65病院 65病院 65病院

66病院 52病院 63病院 61病院

119か所 119か所 119か所 119か所

120か所 122か所 117か所 121か所

20.8人 20.8人 20.9人 20.9人

22.1人 21.8人 21.3人 21.3人

1.1か所 1.1か所 1.1か所 1.1か所

1.1か所 1.1か所 1.1か所 1.1か所

42病院 42病院 42病院 42病院

42病院 41病院 45病院 53病院

1.9か所 1.9か所 1.9か所 1.9か所

1.9か所 2.2か所 2.3か所 2.2か所

60市町村 64市町村 67市町村 70市町村

73市町村 73市町村 77市町村 77市町村

長野県219人 219人 219人 219人 219人

全国16,072人 238人 209人 235人 241人

(2015) （2017） (2018） (2019） (2020）

11か所 11か所 11か所 11か所

11か所 6か所 9か所 ７か所

21.8日 21.8日 21.8日 21.8日

19.9日 - - 29.6日

（2017） (2020)

〔総合分析〕

92

指標名

糖尿病を専門とする医療従事者数
（糖尿病療養指導士）（人口10万対）

B

A

A

A

A

A

C
糖尿病性腎症重症化予防のための取組み
を市町村等医療保険者と連携しながら行っ
てまいりたい。

糖尿病の患者への指導や重症化予防の取
組みを市町村等医療保険者と連携しなが
ら行ってまいりたい。

2021の実績値把握不可。
（2023.3公表予定）

地域の実態を把握し、効果的なパスの運用方
法・普及方法について検討していく。

2021の実績値把握不可。
（次回調査予定：2022）

C

研修等で関係者の資質の向上を図り、糖
尿病指導の実施が可能な病院数の増加を
図りたい。

A

-

医療政策課
調査

糖尿病足病変に関する指導を実施す
る医療機関数（人口10万対）

厚生労働省
「保険者努力支援制度の

結果」
57市町村

21.8日以下

厚生労働省
「医師・歯科医師・薬剤師

統計」

糖尿病網膜症の治療が可能な病院
数

糖尿病の専門治療を行う医療機関数

1.9か所以上
関東信越厚生局

「診療報酬施設基準の届
出受理状況」

219人以下

糖尿病性腎症重症化予防の取組を
行う市町村数

88

長野県
1.1か所
（2016）

S

65病院

S

S
医療政策課

調査

目  標
(2023)

厚生労働省
「医療施設調査」

79
糖尿病の年齢調整死亡率
（女性）（人口10万対）

0.8病院以上

O

11か所以上

65病院以上

42病院

2.1以下

厚生労働省
「都道府県別年齢調整死

亡率」

42病院以上

78

糖尿病内科（代謝内科）を標榜する診
療所数（人口10万対）

糖尿病内科（代謝内科）を標榜する病
院数（人口10万対）

77市町村

83

専門医の在籍する歯科医療機関数
（人口10万対）

87

糖尿病指導（運動指導、栄養（食事）
指導、禁煙指導、生活指導）の実施
が可能な病院数

86

長野県　2.1
全   国  2.5

(2015)

区分

S

医療政策課
調査

医療政策課
調査

S119か所以上

S

長野県
0.2診療所

全   国
 0.3診療所

(2014)

0.2診療所
以上

S

89

91
糖尿病の地域連携クリティカルパス導
入医療機関数（再掲）

長野県
1.9か所

糖尿病内科（代謝内科）の
医師数（人口10万対）

2.8人以上80

厚生労働省
「患者調査」

長野県21.8日
全　 国35.5日

（2014）

81

85

84

P

退院患者平均在院日数

1.1か所以上

11か所

日本透析医学会ホーム
ページ

90
新規透析導入患者のうち、糖尿病性
腎症の患者数

O

厚生労働省
「医療施設調査」

20.8人以上

S

日本糖尿病療養指導認定
機構ホームページ

A

-O

備考
（出典等）

S

基準値
(2017）

C

長野県　5.1
全   国  5.5

(2015)
5.1以下

糖尿病の年齢調整死亡率
（男性）（人口10万対）

82

O

日本歯周病学会ホーム
ページ

119か所

長野県2.8人
全   国3.9人

(2016)

長野県
0.8病院
全   国
0.9病院
（2014）

S
長野県20.8人
全   国15.3人

2021の実績値把握不可。
（2023.3公表予定）

進捗区分

-

特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

A

厚生労働省
「都道府県別年齢調整死

亡率」

一部の指標において、努力を要するものの、指標全体としては、概ね順調に推移している。

国の動向を注視しながら、引き続き重症化予防対策を中心に糖尿病対策を推進していく。
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　第５節　精神疾患対策

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

1圏域 1圏域 2圏域 3圏域

0圏域 0圏域 0圏域 0圏域

0組織 0組織 1組織 1組織

0組織 0組織 0組織 0組織

10地域 10地域 10地域 10地域

10地域 10地域 1地域 1地域

9病院 9病院 9病院 9病院

11病院 11病院 12病院 13病院

5か所 8か所 10か所 10か所

5か所 ７か所 9か所 9か所

147人 152人 157人 157人

192人 208人 212人 221人

1か所 1か所 1か所 1か所

1か所 １か所 １か所 1か所

1回 1回 1回 1回

1回 0回 1回 1回

10圏域 10圏域 10圏域 10圏域

10圏域 10圏域 4圏域 9圏域

1回 1回 1回 1回

1回 １回 １回 １回

4圏域 4圏域 4圏域 4圏域

4圏域 4圏域 4圏域 4圏域

16病院 16病院 16病院 16病院

16病院 16病院 17病院 17病院

15病院 15病院 15病院 15病院

15病院 17病院 17病院 17病院

1医療機関 2医療機関 2医療機関 3医療機関

3医療機関 5医療機関 5医療機関 6医療機関

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

3圏域 7圏域 10圏域 10圏域

9圏域 9圏域 9圏域 9圏域

26市町村 51市町村 77市町村 77市町村

35市町村 20市町村 31市町村 36市町村

3回 3回 3回 3回

3回 2回 2回 1回

〔総合分析〕

96

A

県実施事業

既存会議の活用も含め設置に取り組む。

C

1組織

16病院以上

S

治療抵抗性統合失調症治療薬を用
いた治療を行う医療機関数

クロザリル適正使用委
員会

地域自殺対策緊急強化
事業補助金

区分

S

県実施事業

特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

B

93

A

A

A

3か所

98

97

発達障がいかかりつけ医研修の開催
回数

未設置

101

102

認知症疾患医療センター数

P

A

４圏域での設置に向け取り組む。C

B
新型コロナウイルス感染症の状況を鑑み、
開催を中止。

P

P

C

S

A

新型コロナウイルス感染症の状況を鑑み、
回数を減。

A

S

障がい者
支援課調査

S

既存の会議の活用を含め圏域の協議の場
の設置について支援に努める。

既存の会議の活用を含め市町村の協議の
場の設置について支援に努める。

特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

P

県実施事業

若年性認知症相談窓口の設置

9病院以上

1か所99

100

保健・医療・福祉
関係者による協議
の場の設置

精神科身体合併症管理加算を算定
する医療機関数
※精神科病院が算定

関東信越厚生局「届出
受理医療機関名簿」

S

県実施事業

障がい福祉圏域における地域移行関
係職員による連絡会議の開催回数

基準値
(2017）

95

P

157人
(2020）

未設置

県域

108 市町村ごと

107

精神科医療機関と精神科以外の医療
機関との連携会議の開催地域数

障がい保健福祉
圏域ごと

104

106
災害派遣精神医療チーム（DPAT）の
登録数

県実施事業

精神疾患診療体制加算を算定する医
療機関数
※一般病院が算定

県実施事業
未設置
(2018.1)

10地域

15病院以上

10圏域
（2020）

142人
（2016）

4圏域 4圏域

4医療機関

15病院

9病院

県実施事業

未設置
77市町村
（2020）

目  標
(2023)

未設置

未開催

10か所
(2020)

10圏域

1か所

保健・疾病
対策課調査

備考
（出典等）

基準値
(2017）

備考
（出典等）

105

109

指標名

県実施事業

進捗区分

新型コロナウィルス感染症の状況を鑑み、
回数減。

区分

認知症サポート医数

発達障がい診療地域連絡会（支援関
係者研修会）の開催圏域数

3回

P

10圏域

P

1回以上

P

A

C

C

B

P

依存症支援関係機関による連携会議
の開催回数

S

1回 1回

精神医療圏
ごと

4圏域

精神科救急医療体制整備
圏域数

保健・疾病
対策課調査

10地域以上

S

16病院

保健・疾病
対策課調査

医療関係者等に
よる協議の場の設
置

関東信越厚生局「届出
受理医療機関名簿」

県実施事業

進捗区分

A

指標名
目  標
(2023)

94

103

3回

治療抵抗性統合失調症治療薬を用いた治療を行う医療機関数、災害派遣精神医療チーム（DPAT）の登録数、認知症サポート医数、発達障がいかかりつけ医研修の開催回数などの指標は概ね順調に推移している。

その一方で、医療関係者等による協議の場の設置や、保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置（障がい保健福祉圏域ごと）については目安値を下回っており、関係機関等と連携する中で、目標に向け体制整備を進めていく必要がある。また、精神

科医療機関と精神科以外の医療機関との連携会議の開催地域数など、新型コロナウイルス感染症の流行による影響を受けて大幅に減少したものもあるが、必要な取組を適切に継続していくための方策について検討が必要。

28



3,807人 3,681人 3,555人 3,429人

3,875人 3,824人 3,798人 3,807人

1,356人 1,319人 1,282人 1,282人

1,355人 1,376人 1,440人 1,448人

918人 868人 818人 818人

913人 917人 913人 892人

68.3% 68.7% 69.0% 69.0%

69％
（2017）

- - -

83.5% 83.8% 84.0% 84.0%

84％
（2017）

- - -

91.0% 91.0% 91.0% 91.0%

90％
（2017）

- - -

22.3% 21.2% 20.0% 20.0%

18% - - -

（2017） （2018）

40.3% 38.7% 37.0% 37.0%

37% - - -

（2017） （2018）

　第６節　アルコール健康障害対策（長野県アルコール健康障害対策推進計画）

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

10.7% 10.7% 10.7% 10.7%

－ 11.0% － -

6.5% 6.5% 6.5% 6.5%

－ 7.6% － -

1.2% 1.0% 0.7% 0.5%

－ － － 0.8%

0.9% 0.7% 0.6% 0.4%

－ － － 0.5%

2.9% 2.3% 1.7% 1.1%

－ － － 1.7%

2.9% 2.3% 1.7% 1.1%

－ － － 1.5%

0.8% 0.7% 0.5% 0.3%

1.2% 1.5% 0.8% 0.7%

〔総合分析〕

113

入院患者の地域移行が進んでいるものの、
関係機関とのさらなる連携により取組みを
進める必要があると考えられる。

関係機関とのさらなる連携により長期入院
患者の地域移行を進める必要があると考え
る。

2018の評価は2017実績による。
2018の実績値把握不可。
（公表時期未定）

0%

84%以上
（2020）

中学1年男子

91%以上
（2020）

入院後3か月
時点

長野県27%
全国20%
（2014）

厚生労働科学研究「精
神科医療提供体制の構

築を推進する政策研
究」

4.0%
（2016）

O

O

厚生労働科学研究「精
神科医療提供体制の構

築を推進する政策研
究」

O

10.8%未満
（2020）

112

114

長野県47%
全国37%
（2014）

女性

指標名

長野県6.5%
（2016）

全　 国8.8%
（2014）

精神病床における
退院後3か月時点
の再入院率

男性

特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

C

-

厚生労働科学研究「精
神科医療提供体制の構

築を推進する政策研
究」

O

入院後6か月
時点

111

110

O

厚生労働科学研究「精
神科医療提供体制の構

築を推進する政策研
究」

1,282人
（2020年度末）

1,119人
（2014年度末）

中学1年女子

県民健康・
栄養調査

B

C

未成年者の喫煙・飲酒
状況等調査

健やか親子21乳幼児健
診必須問診項目調査

O

4.0%
（2016）

1.3%
（2016）

妊娠中の飲酒割合（再掲）

高校1年男子

高校1年女子

未成年の飲酒割
合

1.7%
（2016）

-
2021の実績値把握不可。
（次回調査予定：2022）

区分

C

市町村の実施する妊婦の飲酒リスク等の普
及啓発について支援に努める。

-
2018の評価は2017実績による。
2018の実績値把握不可。
（公表時期未定）

O

精神病床における入院患者数

65歳以上

65歳未満

進捗区分
備考

（出典等）

精神病床における
早期退院率

83%
（2014）

69%以上
（2020）

91%
（2014）

精神病床における
1年以上長期入院
患者数

1,504人
（2014年度末）

3,750人
（2020年度末）

3,053人
（2024年度末）

4,309人
（2014年度末）

116

目  標
(2023)

0%

基準値
(2017）

115

0%

0%
1.3%

(2015）

6.5%未満
（2020）

67%
（2014）

818人
（2020年度末）

生活習慣病のリス
クを高める量を飲
酒している者の割
合

0%

長野県10.8%
（2016）

全　 国15.8%
（2014）

20%以下
（2020）

1年未満
入院患者

1年以上
入院患者

入院後1年
時点

37%以下
（2020）

相談拠点及び治療拠点医療機関は設置済みだが、専門医療機関の設置については、引き続き設置に向けた調整を行ない、アルコール健康障害に関する支援や医療提供体制を充実させる必要がある。

また、新型コロナウイルス感染症の影響により、かかりつけ医に対する研修が2年続けて未開催となっており、開催方法の工夫などにより今後再開する。
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2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

0か所 0か所 1か所 1か所

1か所 １か所 １か所 １か所

773件 773件 773件 773件

843件 804件 623件 462件

256件 256件 256件 256件

265件 307件 308件 178件

（2017） （2018） （2019） （2020）

0回 0回 1回 1回

1回 1回 0回 0回

0回 0回 1回 1回

1回 1回 0回 1回

0か所 0か所 1か所 1か所

0か所 １か所 １か所 1か所

1か所 1か所 2か所 3か所

0か所 １か所 １か所 2か所

　第７節　感染症対策（長野県感染症予防計画）

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

維持 維持 維持 維持

1 (2床） 1 (2床） 1 (2床） 1 (2床）

維持 維持 維持 維持

11 (44床) 11 (44床) 11 (44床) 11 (44床)

維持 維持 維持 維持

運営支援を実施 運営支援を実施 運営支援を実施 運営支援を実施

実効性確保 実効性確保 実効性確保 実効性確保

維持 維持 維持 維持

維持 維持 維持 維持

維持 維持 維持 維持

1回/年 1回/年 1回/年 1回/年

HC1回 HC１回 HC1回 HC1回

環保研2回 環保研4回 環保研1回 環保研1回

〔総合分析〕

126

C

A

特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

指標名

P

備考
（出典等）

進捗区分

S

進捗区分 特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

治療拠点医療機関の数

専門医療機関の数

県実施事業

121 未設置

1医療機関
（2床）

123 第一種感染症指定医療機関

P

256件以上

備考
（出典等）

アルコール健康障
害・依存症に関す

る相談件数

128

機器の計画的更
新

機器の計画的更
新

125

A

内部鑑査を各施
設年1回以上実施

感染症指定医療機関の運営
支援

患者移送のための体制整備

検査体制の整備

検査施設の精度管理

A

127

感染症対策課
調査

A

感染症対策課
調査

第一種感染症指定
医療機関
1病院2床

第二感染症指定医
療機関（感染症病

床）
11病院44床

第一種感染症指定
医療機関
1病院2床

第二感染症指定医
療機関（感染症病

床）
11病院44床

P

内部鑑査を各施
設年1回実施

P
感染症対策課

調査

124

A

対象疾病の感染経
路、症状、状態等を
勘案した移送の方
法の検討、移送体

制の整備

P

A

第二種感染症指定医療機関

指標名

120

目  標
(2023)

S

A

移送車両1台、民間
移送業者1社と委託
契約、アイソレータ5

基

1医療機関
（2床）

4か所以上

保健・疾病
対策課調査

11医療機関
（44床）

保健・疾病
対策課調査

122

基準値
(2017）

厚生労働省
「衛生行政報告例」

P厚生労働省
「地域保健・健康増進事

業報告」

S

1か所以上

区分

11医療機関
（44床）

1回以上

未開催

未設置

保健・疾病
対策課調査

未開催

118

基準値
(2017）

感染症対策課
調査

773件
（2015）

256件
（2015）

感染症対策課
調査

意向調査に基づく候補病院の指定に向け
た調整を継続。

C

感染症対策課
調査

B

A

県実施事業

新型コロナウイルス感染症の状況を鑑み、
開催を中止。
早期発見と地域での治療継続のため医師
への研修を継続。

S

P

S

A

依存症は誰でもなる可能性があり、正しい
知識と治療・相談窓口についての普及啓
発に努める。

区分

相談拠点の設置

精神保健福祉
センター

保健福祉事務所

未設置 1か所

119 1回以上

関係機関による連携会議の開催回数
（分科会を含む）

かかりつけ医に対する研修の実施

目  標
(2023)

773件以上

117

感染症全般及び結核対策については、一部の指標において、努力を要するものの、全体としては、概ね順調に推移している。

エイズ・性感染症対策及び肝炎対策については、検査に係る指標等において目標値を下回っているため、街頭啓発や出前講座などの予防教育に努めていく。

予防接種対策については、定期予防接種率等で目標値を下回っているため、市町村や医師会と連携して、接種率の向上や不適切接種事例の減少に努めていく。
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3回/年 3回/年 3回/年 3回/年

3回/年 3回/年 3回/年 3回/年

維持 維持 維持 維持

維持 維持 維持 維持

維持 維持 維持 維持

維持 維持 維持 維持

1回/年 1回/年 1回/年 1回/年

HC毎1回 HC毎1回 HC毎1回 HC毎1回

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

7.9 7.9 7.9 7.9

9.0 7.6 6.7 5.1

0件 0件 0件 0件

１件 0件 0件 0件

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

16.7% 16.7% 16.7% 16.7%

18.7% 9.0% 6.8% 18.1%

92.5% 92.5% 92.5% 92.5%

92.8% 94.2% 93.7% 91.3%

97.7% 97.7% 97.7% 97.7%

98.1% 98.2% 95.2% 87.7%

88.7% 88.7% 88.7% 88.7%

93.8% 92.7% 94.2% 90.7%

21.0% 21.0% 21.0% 21.0%

20.5% 17.4% 17.9% 19.3%

35.2% 35.2% 35.2% 35.2%

25.1% 25.1% 22.7% 22.9%

19.2% 18.8% 18.8% 18.8%

18.7% 12.2% 5.4% 18.1%

年1回 年1回 年1回 年1回

年1回 年1回 年0回 年0回

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

99.5% 99.6% 99.7% 99.8%

99.7% 100% 100% 100%

100% 100% 100% 100%

98.8% 100% 100% 100%

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

10.6件/年 10.6件 10.6件 10.6件 10.6件

（H24～28平均値） 12件 10件 10件 5件

47.1%
42.2% 39.8% 37.4% 35.0%

（H24～28平均値）
16.7% 50.0% 20.0% 60.0%

10.6件未満/年

99.4% A

A

住民あて、引き続き早期受診の重要性を周知し
ていく。

B
受診率が低い学校や市町村へは引き続き
指導を実施する。

139

感染症発生
動向調査

132

140

基準値
(2017）

目  標
(2023)

指標名

AO

潜在性結核感染症患者を含む全結
核患者のDOTSの確実な実施
DOTS実施率

備考
（出典等）

A

接触者健診の確実な実施受診率

130

新規届出のうちエイズ患者の割合（エ
イズ発症前感染者の早期発見）

新たなＨＩＶ感染者・エイズ患者数141

感染症対策課
調査

感染症対策課
調査

100% 100%

新型コロナウイルス感染症の感染拡大がみ
られて以降、県内の検査件数が減少してい
ることも要因と考えられる。引き続き早期検
査について啓発を行う。

C

区分

142

備考
（出典等）

区分

P

88.7% 88.7%以上

21.0% 21.0%以上

結核の早期
発見

初診から診断まで
1か月以上の割合

定期の健康診断
の確実な受診

O

P

30.1%
（H24～28の
全国平均値）

感染症対策課
調査

25.0%

目  標
(2023)

区分
基準値
(2017）

区分

特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

P

結核登録者情報システ
ム

進捗区分

A

C

B

92.5% 92.5%以上

進捗区分

感染症対策課
調査

7.9以下

年1回

35.2%以下

25.1%以下

特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

結核登録者情報システ
ム

100%

国等が主催する研
修会への職員派遣

国等が主催する研
修会への職員派遣

進捗区分

新型コロナウイルス感染症の状況を鑑み、
開催を中止。
今後の普及啓発の方法を検討する必要あ
り。

発病から診断まで
3か月以上の割合

35.2%

住民健診
受診率

137

134

指標名
基準値
(2017）

136

135

1件

厚生労働省
指導監査

O

指標名
基準値
(2017）

目  標
(2023)

138
結核予防婦人会による普及
啓発

備考
（出典等）

年1回

133

0件

7.9

結核登録者情報システ
ム

A

　事業者健診
受診率

厚生労働省
「結核集団感染一覧」

P

早期の受診
発病から初診まで2か月以上の割合

16.7% 16.7%以下

ホームページへの
掲載

ホームページへの
掲載継続

感染症対策課
調査

P

社会福祉施設等の職員向けの研修
会の開催

A

P

全結核罹患（りかん）率
（人口10万対）

集団発生の件数

P

97.7% 97.7%以上

A

進捗区分

正しい知識の普及啓発

O

P

感染症対策課
調査

P A

目  標
(2023)

保健所ごとに
年1回以上

P129

　学校健診
受診率

　施設入所者
受診率

感染症対策課
調査

保健所ごとに年1
回

備考
（出典等）

研修会等を年３回
以上開催

感染症対策課
調査

A

指標名

131

人材の育成

研修会等を年３回
以上開催
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3,613人/年 3,613人/年 3,613人/年 3,613人/年

2,693人/年 1,598人/年 0人/年 0人/年

1,994件/年 1,994件/年 1,994件/年 1,994件/年

1,918件/年 1,979件/年 943件/年 732件/年

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

7,157件/半年 7,157件/半年 7,157件/半年 7,157件/半年

8,402件/半年 - - -

8か所 8か所 8か所 8か所

8か所 8か所 8か所 8か所

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

3回 3回 3回 3回

3回 2回 0回 0回

547回 547回 548回 549回

526回 540回 533回 487回

139回 139回 140回 140回

137回 126回 121回 124回

32回 32回 32回 32回

26回 15回 0回 0回

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

0人 0人 0人 0人 0人

(2011) 0人 0人 0人 0人

0人 0人 0人 0人 0人

(2011) 0人 0人 0人 0人

0人 0人 0人 0人 0人

(2011) 0人 0人 0人 0人

3人 3人 3人 3人

7人 7人 4人 5人

58人 58人 58人 58人

61人 38人 17人 26人

0人 0人 0人 0人 0人

(2011) 0人 0人 0人 0人

5人 5人 5人 5人

3人 3人 1人 1人

1人 1人 1人 1人

20人 14人 3人 0人

1人 1人 1人 1人 1人

(2011) 1人 6人 0人 0人

0人

0人

0人

0人

1人未満

特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

ターゲット層を絞り、ＨＩＶ/エイズの基礎知
識や早期検査の重要性について啓発を行
う。

急性灰白髄炎症(ﾎﾟ
ﾘｵ)

ジフテリア

日本脳炎

検査・相談の実施
保健所におけるＨＩ
Ｖ迅速検査の実施
回数合計

 3,613人以上/年

新型コロナウイルス感染症の状況を鑑み、
開催を中止。

特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

C

新型コロナウイルス感染症の影響で検査数
が減少している可能性がある。保健所で毎
月実施している検査日のほか、世界エイズ
デー等の啓発の機会をとらえて検査枠や
検査日を更に拡大していく。

進捗区分

B

侵襲性インフルエンザ菌感染症について、
ワクチン定期接種予防対象外の報告例
だったが、患者発生状況等を、感染症情報
等により県民に周知していく。

新型コロナウイルス感染症の状況を鑑み、
開催を中止。
世界エイズデー等の啓発機会を利用し、
出前講座の活用について周知継続する。

進捗区分

特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

早期発見のためのＨＩＶ検査受診

無料でＨＩＶ検査を行う拠点病院数

感染予防・正しい知識の習得出前講
座への参加

感染予防・正しい知識の普及啓発出
前講座の実施回数

146

指標名
基準値
(2017）

破傷風

備考
（出典等）

麻しん

550回以上

140回以上

平日

3人 1人未満

A

C

P

夜間・休日

進捗区分

-

C

感染症発生
動向調査

医療機関の診療におけるＨＩＶ検査の
件数

C

8か所

3人

基準値
(2017）

目  標
(2023)

感染症対策課
調査

指標名

エイズ治療拠点病院との連携治療拠
点病院連絡会の開催

目  標
(2023)

144  1,994件以上/年

139回

侵襲性インフルエン
ザ菌感染症

先天性風しん
症候群

感染症対策課
調査

3回

感染症対策課
調査

エイズ診療
実態調査

基準値
(2017）

侵襲性肺炎球菌感
染症

指標名

感染症対策課
調査

3人未満

58人 58人未満

P

150

148

3回

32回以上

P

備考
（出典等）

定期予防接種対
象疾患の患者数

O

7,157件/半年
（2016）

P

143

区分

145

5人 5人未満

149

区分

区分

546回

P

7,157件以上
/半年

32回

保健所及び拠点
病院検査件数
1,994件/年

B

147

備考
（出典等）

P

3,613人/年

風しん

目  標
(2023)

8か所
(2016年度)

新型コロナウイルス感染症の状況を鑑み、
開催を中止。
世界エイズデー等の啓発機会を利用し、
出前講座の活用について周知継続する。

P

感染症対策課
調査

調査終了により実績値把握不可。

32



2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

1,074 1,074 1,074 1,074

1,075 1,079 1,079 1,087

全市町村 全市町村 全市町村 全市町村

全市町村 全市町村 全市町村 全市町村

108 108 108 108

115 128 108 71

95.0% 95.0% 95.0% 95.0%

94.1% 93.6% 95.3% 90.0%

94.5% 94.6% 94.7% 94.8%

94.8% 94.9% 95.0% 94.5%

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

維持 維持 維持 維持

維持 維持 維持 維持

1回/年 1回/年 1回/年 1回/年

2回/年 1回/年 0回/年 0回/年

1か所 1か所 1か所 1か所

1か所 1か所 1か所 1か所

　第８節　肝疾患対策（長野県肝炎対策推進計画）

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

10.2 10.2 10.2 10.2

- - - -

2.6 2.6 2.6 2.6

- - - -

16,246人 17,197人 18,147人 19,098人

15,181人 13,300人 12,173人 12,188人

16,140人 17,111人 18,084人 19,056人

15,228人 15,464人 12,416人 12,454人

66 66 66 66

69 70 67 70

64 64 64 64

69 69 66 69

48 48 48 48

62 62 60 62

76人 81人 85人 90人

153人 79人 39人 39人

74人 79人 84人 89人

154人 79人 38人 39人

〔総合分析〕

進捗区分 特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

2021の実績値把握不可。
（公表予定：2023.12）

162

21,000人

14,195人
（2016）

麻しん・風しん
ワクチン　１期

麻しん・風しん
ワクチン　2期

定期予防接種率

157

Ｃ型

指標名

161

市町村の肝炎検
査の受診者数

A

63人
（2016）

P163
感染症対策課

調査

66人
（2016）

感染症対策課
調査

P

新型コロナウイルス感染症の状況を鑑み、
開催を中止。

A

ウイルス検査陽性
者へのフォロー
アップ等を行う市
町村数

Ｂ型

-

進捗区分

感染症対策課
調査

受診勧奨

特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

県内１か所

64以上

備考
（出典等）

P

目  標
(2023)

100人

S

2.6未満

区分

S

感染症対策課
調査

感染症対策課
調査

S

64
（2016）

保健所の無料検
査の受診者数

O

接種率について情報提供を行うとともに、
接種勧奨について協力を求める。

A

-

100人

引き続き保健所における検査実施を周知
していく。(新型コロナウイルスによる検査減
少の影響あり）

特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

A

C

B

C

2021の実績値把握不可。
（公表予定：2023.12）

初回精密検査費用助成事業及び医療費
助成事業の周知等により受診促進を図っ
ていく。

A

108未満

定期接種ワクチン全
ての実施

160

基準値
(2017）

目  標
(2023)

10.2
（2015）

P

進捗区分

予防接種後健康状況調査の実施

感染症対策課
調査

区分指標名
目  標
(2023)

1,074 1,074以上

肝疾患による年齢別調整死亡率（人口
10万対）（男性）

相互乗り入れ契約を結ぶ市町村数

市町村保健師等に対する予防接種
説明会の開催

ハイリスク児への予防接種を行う医療
機関

県内１か所

Ｂ型
感染症対策課

調査

厚生労働省
「人口動態統計」

11ワクチン（定期接
種ワクチン全ての実

施）

159

48
（2016）

48以上

A

ウイルス肝炎検査の実施市町村数

C

66
（2016）

66以上

区分

受診結果確認

95%以上

97.5%
（2016）

94.4%
（2016）

A

21,000人

O

備考
（出典等）

肝疾患による年齢別調整死亡率（人口
10万対）（女性）

2.6
（2015）

基準値
(2017）

158

154

10.2未満

14,344人
（2016）

定期予防接種における不適切接種事
例数

年1回以上
感染症対策課

調査

P

P

153
108

（2016）

感染症対策課
調査

厚生労働省エイズ動向委
員会資料、

感染症対策課
調査

指標名

年1回

155

156

全市町村

基準値
(2017）

感染症対策課
調査

152 S全市町村

151
相互乗り入れ契約を結ぶ協力医療機
関数

S

備考
（出典等）

Ｃ型

一部の指標で目標達成に向け、今後努力を要する項目があるものの、全体としてはおおむね順調な進捗状況となっている。
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1,756 1,865 1,974 2,083

1,394 1,770 1,852 2,058

36,624人 37,099人 37,575人 38,050人

46,690人 45,347人 43,181人 45,879人

54 54 54 54

55 56 56 57

143 143 143 143

140 139 139 138

　第９節　難病対策

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

587件 587件 587件 587件

823件 - - -

1,373人 1,416人 1,458人 1,501人

1,388人 1,433人 1,433人 1,475人

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

3,337件 3,337件 3,337件 3,337件

3,963件 4,085件 4,558件 6,553件

491件 491件 491件 491件

441件 372件 317 件 291件

418件 418件 418件 418件 418件

(2016) 992件 769件 753件 862件

維持 維持 維持 維持

維持 維持 実施なし １会場

80回 80回 80回 80回

59回 50回 ６回 20回

向上 向上 向上 向上

向上 向上 向上 向上

70件 70件 70件 70件

26件 38件 32件 26件

　第１０節　CKD（慢性腎臓病)対策

〔総合分析〕

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

5.7 5.7 5.7 5.7

－ － - －

3.2 3.2 3.2

－ － - －

〔総合分析〕

職域の健康診断
におけるウイルス
肝炎検査数

3,337件

169

新型コロナウイルス感染症の状況を鑑み、
開催を中止、縮小したため。

B
初回精密検査費用助成事業及び医療費
助成事業の周知等により受診促進を図っ
ていく。

A

C

進捗区分

新型コロナウイルス感染症の状況を鑑み、
研修会の開催を中止、縮小したため。

肝疾患診療相談セン
ター調査

特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

2021の実績値把握不可
（2024.3公表予定）

C

C

P

143以上

就労に係るもの

167

備考
（出典等）

目  標
(2023)

保健・疾病
対策課調査

143
(2016)

3,337件

指標名

難病相談・支援セ
ンターにおける相
談

総計

難病患者等ヘルパー養成
研修の開催

腎不全による年令調整死亡率（人口
10万対）女性

168
難病患者等ヘルパー養成研修受講
者数（累計）

172

418件

長野県5.7
全   国7.3

(2015)

長野県3.2人
全   国4.0人

（2015）

基準値
(2017）

491件 491件

特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

173

腎不全による年令調整死亡率（人口
10万対）男性

80回
（2016）

80回

174

基準値
(2017）

170

備考
（出典等）

171

第3版作成

女性3.2以下

指標名

164

進捗区分

-

587件
（2016）

患者会支援に係
るもの

587件以上

指標名

165 肝炎専門医療機関の増加

かかりつけ医の増加

難病相談支援
センター調査

P

O

感染症対策課
調査

S

S

166

備考
（出典等）

区分 進捗区分

区分

実施事業所数

B

特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

A

P

厚生労働省
「人口動態特殊報告」

区分

P

保健・疾病
対策課調査

保健・疾病
対策課調査

P

必要により改訂

39,000人

新型コロナウイルス感染症の状況を鑑み、
回数を減。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、
実施できず。

男性5.7以下

受診者数
35,674人
（2016）

2,300

B
引き続き医療機関に対して登録を働き掛け
ていく。

A54以上
54

(2016)

2018年度で事業廃止。

年1回
2会場

保健福祉事務所等における重症難病
患者災害時の支援計画作成

年1回
2会場

P

保健福祉事務所での難病
相談会等の開催

ALS患者療養支援マニュアルの作成
保健・疾病
対策課調査

P

基準値
(2017）

目  標
(2023)

70件

1,539
（2016）

1,287人
（2016）

短期一時入院の受入れ実施数

目  標
(2023)

保健・疾病
対策課調査

O

70件
（2016）

保健・疾病
対策課調査

1,587人

-

難病相談支援センター、保健福祉事務所、市町村等関係機関と連携し、総合的な難病対策の推進と難病患者の療養生活環境整備のための取り組みを強化していく。

また、地域の実情に応じた難病の医療提供体制の構築が求められており、「難病診療連携拠点病院」を中心とした診療体制整備を進める必要がある。

新規に人工透析に移行する者を減少させることを目標とする新たな国の報告書が平成30年７月に示された。引き続き関係機関で連携し、糖尿病性腎症重症化予防に関する取組や健診・保健指導・早期受診の取組を継続するとともに、新たなＣＫＤ対

策を検討する必要がある。
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219人 219人 219人 219人

238人 209人 235人 241人

（2017） (2018) (2019) (2020)

26.5% 26.4% 26.3% 26.2%

－ 20.5% － -

20.4% 20.3% 20.3% 20.2%

－ 21.9% － -

22万人 22万人 22万人 22万人

－ 21万人 － -

0.3% 0.3% 0.3% 0.3%

－ 0.3% － -

15市町村 15市町村 15市町村 15市町村

62市町村 59市町村 56市町村 52市町村

2回 2回 2回 2回

2回 2回 ３回 3回

60市町村 64市町村 67市町村 70市町村

73市町村 73市町村 77市町村 77市町村

64市町村 67市町村 69市町村 72市町村

60市町村 58市町村 58市町村 48市町村

　第１１節　COPD（慢性閉塞性肺疾患）対策

〔総合分析〕

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

長野県　7.6 7.5 7.5 7.5 7.5

全   国　7.5 － － － －

(2015)

長野県　0.8 0.8 0.8 0.8 0.8

全   国　1.1 － － － －

(2015)

長野県32.7% 30.8% 29.8% 28.9% 27.9%

全   国30.2% － 26.2% － -

(2016)

長野県 5.2% 4.9% 4.7% 4.5% 4.3%

全   国 8.2% － 6.7% － -

(2016)

長野県18.5% 17.5% 17.0% 16.5% 16.0%

全   国18.3% － 16.1% － -

(2016)

長野県26.3% 41.6% 49.3% 57.0% 64.7%

全   国25.0% － 30% － -

(2016)

22市町村 22市町村 22市町村 22市町村

52市町村 49市町村 46市町村 37 市町村
P

GOLD日本
委員会調査、

県民健康・栄養
調査

2021の実績値把握不可。
（次回調査予定：2022）

糖尿病性腎症重症化予防プログラムを進
めるための研修会等を検討。

2021の実績値把握不可。
（次回調査予定：2022）

特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

15%

2021の実績値把握不可。
（次回調査予定：2022）

A

県民健康・
栄養調査
国民健康・
栄養調査

0.3%
（2016)

保健・疾病
対策課調査

P

77市町村

-

血糖コントロール指標におけるコント
ロール不良者(HbA1cがJDS値
8.0%(NGSP値8.4%)以上の者)の割合
（再掲）

保健・疾病
対策課調査

20.6%女性

基準値
(2017）

目  標
(2023)

厚生労働省
人口動態統計

特殊報告
O

178

糖尿病が強く疑わ
れる者・予備群の
割合(40～74歳)
（再掲）

男性

20%

長野県    219人
全   国16,072人

(2015）
175 219人以下

22万人
（2016）

新規透析導入患者のうち、糖尿病性
腎症の患者数（再掲）

現状維持 -

糖尿病重症化予防の取組に加え、ＣＫＤ対
策の取組を検討する。

A

女性
成人の喫煙率
（再掲）

男性

O

176

26.7% 26%

糖尿病が強く疑われる者・予備群の
推計数(40～74歳)(再掲)

177

男女計

住民向けの周知を行っている市町村
数の増加

7.5以下

現状維持

26%

4%

市町村における保健指導の実態調査
（かかりつけ医との連携）

女性

184 -

77市町村 B

住民向け講演会周知啓発を実施して
いる市町村の数

保健指導に携わる者の
研修を開催

2回 2回以上

182

指標名

185

180

22市町村
（2016）

22市町村
以上

-

A

2021の実績値把握不可。
（2023.12月予定）
なお、2015の数値は男女ともに2010より低
く順調に推移している。

進捗区分

COPDの認知度

179

80.0%

15市町村
以上

22万人

B
日本透析医学会ホーム

ページ
O

2021の実績値把握不可。
（次回調査予定：2022）

A
保健・疾病
対策課調査

-

O
県民健康・
栄養調査

P

厚生労働省
「保険者努力支援制度

の結果」
P

県民健康・
栄養調査

O

糖尿病性腎症重症化予防の取組を
行う市町村数
（再掲）

57市町村

181
59市町村
（2016）

P

15市町村
（2016）

O

備考
（出典等）

183

区分

保健・疾病
対策課調査

COPDの年齢調整
死亡率（再掲）（10
万人対）

男性

平成28年（2016年）における「ＣＯＰＤ」の認知度は、全国と同様に低調であったことから、引き続き普及啓発に努める。

ＣＯＰＤ対策に取組む市町村は増加しており、禁煙支援の充実と併せ、引き続き、関係機関と協力して周知を図る。
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2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

長野県91.4% 95.2% 96.2% 97.1% 98.1%

全   国90.6% 93.1% － - -

(2014) (2017)

91.7% 94.1% 95.3% 96.4% 96.4%
(2016) 100.0% － － -

97.5% 98.2% 98.6% 98.9% 99.3%

(2016) 100.0% － － -

88.3% 91.6% 93.3% 95.0% 96.7%

(2016) 93.5% － － -

82.5% 87.5% 90.0% 92.5% 95.0%

(2016) 86.9% － － -

29.3% 20.9% 16.7% 12.6% 8.4%

(2016) － 23.0% － -

40.7% 32.2% 28.0% 23.7% 19.5%

(2016) － 27.0% － -

74.3% 81.6% 85.3% 89.0% 92.7%

(2016) － － － 76.7%

77.4% 83.9% 87.1% 90.3% 93.5%

(2016) － － － 79.5%

81.3% 86.6% 89.3% 92.0% 94.7%

(2016) － － － 80.7%

82.1% 87.2% 89.8% 92.3% 94.9%

(2016) － － － 84.4%

367か所 367か所 367か所 367か所

385か所 383か所 317か所 370か所

261施設 261施設 261施設 261施設

266施設 271施設 274施設 266施設

　第１２節　アレルギー疾患対策

〔総合分析〕

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

39か所 39か所 39か所 39か所

40か所 40か所 40か所 42か所

-

健康増進法の改正により、2019年７月１日
から第１種施設は敷地内禁煙、2020年４月
１日から第２種施設は原則屋内禁煙となっ
たため、法令上、公共施設は100%完全分
煙となった。（法改正を踏まえ、2019年度以
降の調査は実施せず）

2021の実績値把握不可。
（次回調査予定：2022）

-

C
禁煙防止教育出前講座等を実施し、たば
この健康への影響等の周知に努める。

進捗区分

-
2021の実績値把握不可。
（公表時期未定）

-

2021の実績値把握不可。
（次回調査予定：2022）

特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

A

A

進捗区分

A

特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

指標名
基準値
(2017）

目  標
(2023)

区分

190

186
禁煙または完全分煙の医療施設の割
合（再掲）（医療施設での受動喫煙の
割合）

医療施設
静態・動態調査

S

S

職場での受動喫煙の割合
（再掲）

飲食店での受動喫煙の割合
（再掲）

基準値
(2017）

目  標
(2023)

区分

関東甲信越厚生局（診療
報酬施設基準の届出受理

状況）

アレルギー疾患の専門診療を行う（ア
レルギー専門医の従事する）医療機
関数

187
健康増進課

調査
S

備考
（出典等）

189
県民健康・
栄養調査

S

191

188
県民健康・
栄養調査

O

367か所以上
COPDの治療を行う医療
機関の増加

261施設以上192
禁煙治療の保険適用医療機関数（再
掲）

261施設
（2017.1）

39か所以上

未成年者の
喫煙・飲酒
状況調査

O

S

指標名
備考

（出典等）

O

日本アレルギー学会
ホームページ

193 39か所

367か所
医療政策課

調査

100%

公共の場における
完全分煙実施の
割合（再掲）

県本庁舎・
合同庁舎

100%

県有施設

市町村本庁舎

市町村有施設

0%

11.0%

喫煙防止教育を
受けたことを覚え
ている者の割合
（再掲）

中学1年生男子

100%

中学1年生女子

高校1年生男子

高校1年生女子

アレルギー疾患の専門診療を行う（アレルギー専門医の従事する）医療機関数が順調に増加していることから、拠点病院を中心とした医療提供体制の充実に努める。

また、県のアレルギー疾患対策の推進のためにアレルギー疾患対策医療連絡会議において関係機関と協議を継続していく。
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　第１３節　高齢化に伴い増加する疾患等対策

〔総合分析〕

2018 2019 2020 2021
目安値 目安値 目安値 目安値
実績値 実績値 実績値 実績値

51.8% 57.4% 63.1% 68.7%

－ 43.5% － －

現状把握 現状把握 現状把握 現状把握

－ 把握:24.5% － －

10.3% 10.3% 10.3% 10.3% 10.3%
(2016) － 9.5% － -

23.6% 23.1% 22.9% 22.7% 22.5%

(2016) － 26.4% － -

67.6% 67.6% 67.6% 67.6%

－ 67.3% － -

5,513歩 5,938歩 6,150歩 6,363歩 6,575歩

(2016) － 6,136歩 － -

5,526歩 5,661歩 5,729歩 5,797歩 5,865歩

(2016) － 5,262歩 － -

35.0% 41.6% 44.9% 48.1% 51.4%

(2016) － 39.5% － -

31.8% 36.4% 38.7% 41.1% 43.4%

(2016) － 30.0% － -

56.0% 58.0% 64.2% 66.1%

56.0% 57.5% 59.2% 60.2%

上位 上位 上位 上位

2位 2位 3位 3位

2021の実績値把握不可。
（次回調査予定：2022）

-
2021の実績値把握不可。
（次回調査予定：2022）

-
2021の実績値把握不可。
（次回調査予定：2022）

-
2021の実績値把握不可。
（次回調査予定：2022）

-
2021の実績値把握不可。
（次回調査予定：2022）

-
2021の実績値把握不可。
（次回調査予定：2022）

C
保険者協議会等との連携により、受診率向
上に向けた取組に努める。

上位
(2020)

2位
（2016）

O

県民健康・
栄養調査

65～79歳女性

1日当たりの平均
歩行数（再掲）

52.5%
(2014)

70%

40.5%
（2016）

80%

22%

低栄養傾向
（BMI20以下）の高
齢者の割合（再
掲）

65歳以上男性

65歳以上女性

厚生労働省（特定健診・特
定保健指導の実施状況）

O特定健康診査実施率（再掲）200

201

O

67.6%
（2016）

67.6%以上

65～79歳男性

A

196

要介護（要支援）調整済み認定率の
全国順位（低い順）

58%

48%

厚生労働省
地域包括ケア「見える

化」システム

把握の上、現状以
上

未把握
県民健康・
栄養調査

65歳以上男性

65歳以上女性

運動習慣のある者
の割合（再掲）

194
ロコモティブシンドローム（運動器症候
群）を認知している者の割合（再掲）

199
県民健康・
栄養調査

197
60歳以上で何でも噛んで食べること
ができる人の割合（再掲）

O -195 フレイルを認知している者の割合

県民健康・
栄養調査

O

198 O

7,000歩

6,000歩

指標名
基準値
(2017）

目  標
(2023)

県民健康・
栄養調査

O

現状維持

県民健康・
栄養調査

O

備考
（出典等）

区分 特記事項
（進捗区分が「A」の場合は記載していません）

進捗区分

健康時からの予防対策として信州ACEプロジェクトの取組や、フレイルの前段階からの予防対策として介護予防の取組を、関係団体・市町村等とさらに推進していく。
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